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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可動タッチスクリーンであって、該可動タッチスクリーンは、
　ベースと、
　ディスプレイと、
　該ディスプレイを覆っているタッチ感知オーバレイと、
　該ディスプレイの裏面と該ベースとの間に配置されたスイッチと、
　該ディスプレイの外周および該ベースの外周の周りに延びている可撓性の側壁と
　を備え、
　該可撓性の側壁は、該ディスプレイを該ベースに接続することによって、
　　該ディスプレイと該ベースとの間に防塵シールドを提供することと、
　　該スイッチが作動しない位置に該ディスプレイを付勢することと、
　　該ディスプレイ上の任意の位置に力が加えられた場合に曲がることによって、該スイ
ッチを作動させるために、該ディスプレイが該ベースに向かって移動することを容易にす
ることと
　を行う、可動タッチスクリーン。
【請求項２】
　前記スイッチは、該スイッチが作動した場合に、前記ディスプレイを介して触覚性のフ
ィードバックを提供するようにさらに構成されている、請求項１に記載の可動タッチスク
リーン。
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【請求項３】
　前記可撓性の側壁は、機械的連動部によって、前記ディスプレイおよび前記ベースのう
ちの少なくとも一方に接続されている、請求項１または請求項２に記載の可動タッチスク
リーン。
【請求項４】
　前記可撓性の側壁は、エラストマ材料を含む、請求項１～請求項３のいずれか一項に記
載の可動タッチスクリーン。
【請求項５】
　前記ディスプレイの裏面上のディスプレイ支持部であって、該ディスプレイに対する支
持を提供するディスプレイ支持部を含む、請求項１～請求項４のいずれか一項に記載の可
動タッチスクリーン。
【請求項６】
　前記スイッチは、前記ディスプレイに対して中央に配置されている、請求項１～請求項
５のいずれか一項に記載の可動タッチスクリーン。
【請求項７】
　前記スイッチの作動に応答して、電気信号が生成される、請求項１～請求項６のいずれ
か一項に記載の可動タッチスクリーン。
【請求項８】
　請求項１～請求項６のいずれか一項に記載の可動タッチスクリーンと、
　前記ベースと該可動タッチスクリーンとの間にあるプロセッサであって、該可動スクリ
ーンに動作可能に結合されているプロセッサと
　を備えている、電子デバイス。
【請求項９】
　前記スイッチの作動に応答して、電気信号が生成され、該電気信号は、前記プロセッサ
において受信される、請求項８に記載の電子デバイス。
【請求項１０】
　前記電子デバイスは、携帯型電子デバイスを含む、請求項８または請求項９に記載の電
子デバイス。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、概して、携帯型電子デバイスのための入出力デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯型電子デバイスは、幅広い使用を獲得してきており、例えば電話メッセージ伝達、
電子メッセージ伝達、およびその他の個人用情報管理（ＰＩＭ）アプリケーションの機能
を含む、様々な機能を提供し得る。携帯型電子デバイスは、モバイル局（例えば、単純な
セル式電話、スマートフォン、無線ＰＤＡ、および無線８０２．１１またはＢｌｕｅｔｏ
ｏｔｈ能力を有するラップトップコンピュータ）を含む、いくつかのタイプのデバイスを
含み得る。これらのデバイスは、データ専用ネットワーク（例えば、Ｍｏｂｉｔｅｘおよ
びＤａｔａＴＡＣ）から複雑な音声およびデータのネットワーク（例えば、ＧＳＭ／ＧＰ
ＲＳ、ＣＤＭＡ、ＥＤＧＥ、ＵＭＴＳ、およびＣＤＭＡ２０００のネットワーク）までの
、様々なネットワーク上で実行する。
【０００３】
　一般に、デバイス（例えば、ＰＤＡまたはスマートフォン）は、ハンドヘルドの使用が
意図されており、携帯が容易であることが意図されている。一般に、小型のデバイスは、
携帯のために望ましい。タッチスクリーンの入／出力デバイスは、そのようなハンドヘル
ドデバイス上で特に有用である。なぜならば、そのようなハンドヘルドデバイスは小型な
ので、入出力デバイスのために利用可能な空間が限られているからである。さらに、タッ
チスクリーンの入／出力デバイス上のスクリーン内容は、実行されている機能および動作
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に応じて、改変され得る。
【０００４】
　タッチスクリーンの入／出力デバイスは、タッチ感知オーバーレイ（ｔｏｕｃｈ－ｓｅ
ｎｓｉｔｉｖｅ　ｏｖｅｒｌａｙ）を有するディスプレイ（例えば、液晶ディスプレイ）
から構成されている。しかしながら、これらの入／出力デバイスは、ユーザの相互作用お
よび応答に関連する固有の不利益を受ける。特に、そのようなタッチスクリーンの入／出
力デバイスは、入力を明確（ｐｏｓｉｔｉｖｅ）に示すためのユーザが所望する触覚特性
を提供することができず、良くないユーザ経験を提供している。
【０００５】
　したがって、入／出力デバイスにおける改良が望まれる。
【０００６】
　特許文献１は、下部のスイッチを作動させるために動かされ得るタッチパッドを開示し
ている。タブレットが２回以上のソフトタッチによって押されると、電極材料は接触し、
スイッチを作動させる。特許文献２は、タッチスクリーンおよび力センサ（ｆｏｒｃｅ　
ｓｅｎｓｏｒ）を開示している。ここでは、構造のそれぞれのパネルは、別個の弾性要素
によって、間隔を空けられて保持される。
【特許文献１】特開２０００－２００１４１号公報
【特許文献２】欧州特許出願公開第０６４０９３６号明細書
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　（概要）
　一局面にしたがうと、可動タッチスクリーンディスプレイユニットが提供され得、この
可動タッチスクリーンディスプレイユニットは、ベースと、ディスプレイデバイスであっ
て、ベースとディスプレイデバイスとの間に延びている可撓性の側壁によってベースに接
続されている、ディスプレイデバイスと、ディスプレイデバイスを覆っているタッチ感知
入力表面と、ディスプレイデバイスの裏面とベースとの間に配置された機械スイッチと、
を備えており、ディスプレイデバイスは、ベースに対して動くことができ、その結果とし
て、ディスプレイデバイスに十分な力が加えられたことに応答して、機械スイッチの作動
を引き起こす。
【０００８】
　別の局面にしたがうと、携帯型電子デバイスが提供され得、この携帯型電子デバイスは
、ベースと、ディスプレイデバイスを覆っているタッチ感知入力表面を含む可動タッチス
クリーンディスプレイであって、ディスプレイデバイスは、ベースとタッチスクリーンデ
ィスプレイとの間に延びている可撓性の側壁によってベースに接続されている、可動タッ
チスクリーンディスプレイと、タッチスクリーンディスプレイ裏面とベースとの間に配置
された機械スイッチと、ベースとタッチスクリーンディスプレイとの間に囲まれたプロセ
ッサを含む演算コンポーネントであって、タッチスクリーンディスプレイユニットに動作
可能なように接続されている演算コンポーネントと、を含んでいる。タッチスクリーンデ
ィスプレイは、ベースに対して動き、その結果として、タッチスクリーンディスプレイに
十分な力を加えたことに応答して、機械スイッチの作動を引き起こす。
【０００９】
　本発明は、さらに以下の手段を提供する。
【００１０】
　（項目１）　
　可動タッチスクリーンディスプレイユニットであって、
　ベースと、
　ディスプレイデバイスであって、該ベースと該ディスプレイデバイスとの間に囲まれた
コンポーネントに対する防塵シールドを提供するために、該ベースと該ディスプレイデバ
イスとの間で、該ディスプレイデバイスの周囲のまわりに連続的に延びている可撓性の側
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壁によって、該ベースに接続されている、ディスプレイデバイスと、
　該ディスプレイデバイスを覆っているタッチ感知入力表面と、
　該ディスプレイデバイスの裏面と該ベースとの間に配置された機械スイッチと
　を備えており、
　該ディスプレイデバイスは、該ベースに対して動くことができ、その結果として、該デ
ィスプレイデバイスに力が加えられたことに応答して、該機械スイッチの作動を引き起こ
す、可動タッチスクリーンディスプレイユニット。
【００１１】
　（項目２）　
　上記機械スイッチはさらに、作動された際に上記ディスプレイデバイスを介して触覚性
のフィードバックを提供するように構成されている、項目１に記載の可動タッチスクリー
ンディスプレイユニット。
【００１２】
　（項目３）　
　上記可撓性の側壁は、機械的連動部によって、上記ディスプレイデバイスおよび／また
は上記ベースに接続されている、項目１または項目２に記載の可動タッチスクリーンディ
スプレイユニット。
【００１３】
　（項目４）　
　上記可撓性の側壁は、エラストマ材料を含む、項目１～項目３のいずれか一項に記載の
可動タッチスクリーンディスプレイユニット。
【００１４】
　（項目５）　
　上記ディスプレイデバイスに対する支持を提供するために、該ディスプレイデバイスの
上記裏面上のディスプレイ支持部を含む、項目１～項目４のいずれか一項に記載の可動タ
ッチスクリーンディスプレイユニット。
【００１５】
　（項目６）　
　上記ディスプレイデバイス上の任意の位置に十分な力が加えられると、その結果として
、該ディスプレイデバイスの動きが引き起こされ、上記機械スイッチに接触し、該機械ス
イッチを作動させる、項目１～項目５のいずれか一項に記載の可動タッチスクリーンディ
スプレイユニット。
【００１６】
　（項目７）　
　上記機械スイッチは、上記ディスプレイデバイスに対して実質的に中央に配置されてい
る、項目１～項目６のいずれか一項に記載の可動タッチスクリーンディスプレイユニット
。
【００１７】
　（項目８）　
　上記機械スイッチの作動に応答して、電気信号が生成される、項目１～項目７のいずれ
か一項に記載の可動タッチスクリーンディスプレイユニット。
【００１８】
　（項目９）　
　項目１～項目８のいずれか一項に記載の可動タッチスクリーンディスプレイユニットと
、
　上記ベースと上記タッチスクリーンディスプレイユニットとの間に囲まれたプロセッサ
を含む演算コンポーネントであって、該タッチスクリーンディスプレイユニットに動作可
能なように接続されている演算コンポーネントと
　を備えている、電子デバイス。
【００１９】
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　（項目１０）　
　上記電気信号は、上記タッチスクリーンディスプレイユニットに加えて、さらなる入力
として上記プロセッサにおいて受信される、項目９に記載の電子デバイス。
【００２０】
　（項目１１）　
　上記電子デバイスは、携帯型電子デバイスを含む、項目９または項目１０に記載の電子
デバイス。
【００２１】
　（摘要）
　可動タッチスクリーンディスプレイユニットは、ベースと；ディスプレイデバイスであ
って、ベースとディスプレイデバイスとの間に延びている可撓性の側壁によって、ベース
に接続されている、ディスプレイデバイスと；ディスプレイデバイスを覆っているタッチ
感知入力表面と；ディスプレイデバイスの裏面とベースとの間に配置された機械スイッチ
と、を含んでいる。ディスプレイデバイスは、ディスプレイデバイス上に十分な力が加え
られたことに応答して、ベースに対して動く。この動きの結果、機械スイッチの作動が引
き起こされ、この作動は、電気信号および触覚性のフィードバックを生成する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　ここで、単なる例示として、添付の図面を参照しながら、本出願の実施形態が記載され
る。
【００２３】
　（好適な実施形態の詳細）
　説明の単純化および明瞭化のために、適切であると考えられる場合には、複数の図面の
間で参照番号が繰り返され得、対応する要素または類似の要素を示し得るということに留
意されたい。加えて、本明細書中に記載されている実施形態の完全な理解を提供するため
に、数多くの具体的な詳細が開示されている。しかしながら、当業者は、本明細書中に記
載されている実施形態は、これらの具体的な詳細がなくても実施され得ることを、理解で
きるであろう。その他の実例、周知の方法、手順、およびコンポーネントは、本明細書中
に記載されている実施形態を不明瞭にしないようにするために、詳細には記載されていな
い。また、記載は、本明細書中に記載されている実施形態の範囲を限定するものとして考
えられるべきではない。
【００２４】
　本明細書中に記載されている実施形態は、概して、ディスプレイを有する携帯型電子デ
バイスに関する。携帯型電子デバイスの例は、モバイルまたはハンドヘルドの無線通信デ
バイス（例えば、ページャ、セル式電話、セル式スマートフォン、無線オーガナイザ、パ
ーソナルデジタルアシスタント、無線能力を有するノートブックコンピュータ、等）を含
む。
【００２５】
　携帯型の電子デバイスは、先進的なデータ通信能力（ネットワークまたは送受信局を介
することによって、その他の携帯型電子デバイスまたはコンピュータシステムと通信する
能力を含む）を有する双方向通信デバイスであり得る。携帯型電子デバイスはまた、音声
通信を可能にする能力を有し得る。携帯型電子デバイスは、自らによって提供される機能
に応じて、データメッセージ伝達デバイス、双方向ページャ、データメッセージ伝達能力
を有するセル式電話、無線インターネット機器、またはデータ通信デバイス（電話能力を
有するもの、または有していないもの）と称され得る。携帯型電子デバイスはまた、無線
通信能力を有していない携帯型デバイス（例えば、ハンドヘルド電子ゲームデバイス、デ
ジタルフォトアルバム、デジタルカメラ、等）であり得る。
【００２６】
　図１～図３を参照すると、携帯型電子デバイス２０が示されており、この携帯型電子デ
バイス２０は、ハウジング２２と、ハウジング２２によって制約された可動タッチスクリ
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ーンディスプレイ２４と、を含んでいる。タッチスクリーンディスプレイ２４は、ディス
プレイデバイス２８を覆っているタッチ感知入力表面２６を含んでいる。単一の機械スイ
ッチ３０は、タッチスクリーンディスプレイ２４の裏面とハウジング２２のベース３４と
の間に配置されている。ハウジング２２内にあってタッチスクリーンディスプレイ２４に
接続されているプロセッサ４０を含む演算コンポーネントが提供されている。タッチスク
リーンディスプレイ２４は、タッチスクリーンディスプレイ２４上の中心から外れた位置
に十分な力を加えたことに応答して、ピボット軸のまわりでハウジング２２のベース３４
に対してピボット運動し、結果として、単一の機械スイッチ３０の作動を引き起こす。ピ
ボット軸は、力が加えられた位置に依存する。
【００２７】
　ここで図３を参照すると、この図面においては、携帯型電子デバイス２０の例示的な実
施形態のブロック図が示されている。携帯型電子デバイス２０は、例えば携帯型電子デバ
イス２０の全体動作を制御するプロセッサ４０のような、多数のコンポーネントを含んで
いる。データ通信および音声通信を含む通信機能は、通信サブシステム４２を介して実行
される。携帯型電子デバイス２０によって受信されたデータは、デコーダ４４によって解
凍および復号化され得、デコーダ４４は、任意の適切な解凍技術（例えば、ＹＫ解凍、お
よびその他の公知の技術）および暗号化技術（例えば、データ暗号化規格（ＤＥＳ）、ト
リプルＤＥＳ、または先進暗号化規格（ＡＥＳ）を用いる）にしたがって動作する。通信
サブシステム４２は、無線ネットワーク１００からメッセージを受信し、無線ネットワー
ク１００へとメッセージを送信する。携帯型電子デバイス２０のこの例示的な実施形態に
おいて、通信サブシステム４２は、グローバルシステムフォーモバイルコミュニケーショ
ン（ＧＳＭ）および汎用パケット無線サービス（ＧＰＲＳ）の規格にしたがって構成され
る。ＧＳＭ／ＧＰＲＳ無線ネットワークは、世界規模で使用されており、これらの規格は
そのうちに、エンハンスドデータＧＳＭ環境（ＥＤＧＥ）およびユニバーサルモバイルテ
レコミュニケーションサービス（ＵＭＴＳ）によって、取って代わられることが期待され
ている。今日をもっても新しい規格が定義されているが、それらの新しい規格は、本明細
書中に記載されているネットワークの挙動と類似したものであることが信じられており、
そして、本明細書中に記載されている実施形態は、将来開発されるその他の任意の適切な
規格を使用することが意図されているということが、当業者によって理解され得る。通信
サブシステム４２と無線ネットワーク１００とを接続する無線リンクは、ＧＳＭ／ＧＰＲ
Ｓ通信に対して指定された定義されたプロトコルにしたがって動作する、１つ以上の様々
な無線周波数（ＲＦ）チャネルを表す。これらのチャネルは、より新しいネットワークプ
ロトコルを用いることによって、回線交換の音声通信とパケット交換のデータ通信との両
方をサポートすることが可能である。
【００２８】
　１つの例示的な実装において、携帯型電子デバイス２０に関連付けられる無線ネットワ
ーク１００は、ＧＳＭ／ＧＰＲＳ無線ネットワークであるが、バリアントの実装において
は、その他の無線ネットワークもまた、携帯型電子デバイス２０に関連付けられ得る。使
用され得る様々なタイプの無線ネットワークは、例えば、データ集約型の無線ネットワー
ク、音声集約型の無線ネットワーク、および同じ物理的な基地局を介して音声通信とデー
タ通信との両方をサポートし得るデュアルモードネットワークを含む。組み合わせ型デュ
アルモードネットワークは、符号分割多重アクセス（ＣＤＭＡ）またはＣＤＭＡ１０００
ネットワーク、ＧＳＭ／ＧＰＲＳネットワーク（上述の通り）、ならびにＥＤＧＥおよび
ＵＭＴＳのような将来の第３世代（３Ｇ）ネットワークを含む。データ集約型のネットワ
ークのその他の例の一部は、ＷｉＦｉ　８０２．１１、ＭｏｂｉｔｅｘＴＭ、およびＤａ
ｔａＴＡＣＴＭのネットワーク通信システムを含む。音声集約型のデータネットワークの
その他の例は、ＧＳＭシステムおよび時分割多重アクセス（ＴＤＭＡ）システムのような
個人通信システム（ＰＣＳ）ネットワークを含む。プロセッサ４０はまた、追加的なサブ
システムと相互作用し、追加的なサブシステムは、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）４
６、フラッシュメモリ４８、入力表面２６を有するディスプレイ２８、補助入／出力（Ｉ
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／Ｏ）サブシステム５０、データポート５２、スピーカ５４、マイクロフォン５６、短距
離通信５８、およびその他のデバイスサブシステム６０、等である。
【００２９】
　携帯型電子デバイス２０のサブシステムの一部は、通信関係の機能を実行するが、その
一方で、その他のサブシステムは、「常駐」またはデバイス上の機能を提供し得る。例え
ば、ディスプレイ２８および入力表面は、通信関係の機能（例えば、ネットワーク１００
を介する送信のためのテキストメッセージを入力すること）およびデバイス常駐機能（例
えば、電卓またはタスクリスト）の両方のために使用され得る。
【００３０】
　携帯型電子デバイス２０は、ネットワーク登録または活性化手順が完了した後に、無線
ネットワーク１００を介して通信信号を送受信し得る。ネットワークアクセスは、携帯型
電子デバイス２０の加入者またはユーザと関連付けられる。本実施形態にしたがう加入者
を識別するために、携帯型電子デバイス２０は、ＳＩＭ／ＲＵＩＭインターフェース６４
に挿入されるべきＳＩＭ／ＲＵＩＭカード６２（すなわち、加入者識別モジュールまたは
着脱式のユーザ識別モジュール）を使用することによって、ネットワークと通信する。Ｓ
ＩＭカードまたはＲＵＩＭ６２は、特に携帯型電子デバイス２０の加入者を識別するため
に、および携帯型電子デバイス２０を個人化するために使用され得る、従来の「スマート
カード」の一種である。本実施形態において、携帯型電子デバイス２０は、ＳＩＭカード
６２がないと、無線ネットワーク１００との通信のために、完全な動作をすることができ
ない。ＳＩＭカード／ＲＵＩＭ６２をＳＩＭ／ＲＵＩＭインターフェース６４に挿入する
ことによって、加入者は、全ての加入したサービスにアクセスすることができる。サービ
スは、例えばｅメール、音声メール、ショートメッセージサービス（ＳＭＳ）、およびマ
ルチメディアメッセージ伝達サービス（ＭＭＳ）のような、ウェブブラウジングおよびメ
ッセージ伝達を含み得る。より先進的なサービスは、販売時点情報管理（ｐｏｉｎｔ　ｏ
ｆ　ｓａｌｅ）、フィールドサービス（ｆｉｅｌｄ　ｓｅｒｖｉｃｅ）、およびセールス
フォースオートメーション（ｓａｌｅｓ　ｆｏｒｃｅ　ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ）を含み得
る。ＳＩＭカード／ＲＵＩＭ６２は、プロセッサおよび情報を格納するためのメモリを含
む。ＳＩＭカード／ＲＵＩＭ６２がＳＩＭ／ＲＵＩＭインターフェース６４に挿入される
と、ＳＩＭカード／ＲＵＩＭ６２は、プロセッサ４０に結合される。加入者を識別するた
めに、ＳＩＭカード／ＲＵＩＭ６２は、例えば国際モバイル加入者識別（ＩＭＳＩ）のよ
うなユーザパラメータを含み得る。ＳＩＭカード／ＲＵＩＭ６２を使用することの利点は
、加入者がどのような単一の物理的な携帯型電子デバイスによっても、拘束される必要が
なくなるということである。ＳＩＭカード／ＲＵＩＭ６２は、データブック（またはカレ
ンダー）情報および最近の通話情報を含む、携帯型電子デバイスのための追加的な加入者
情報を、同様に格納し得る。あるいは、ユーザ識別情報はまた、フラッシュメモリ４８に
プログラムされ得る。
【００３１】
　携帯型電子デバイス２０は、バッテリーによって電力供給されるデバイスであり、１つ
以上の再充電可能なバッテリー６８を受け入れるためのバッテリーインターフェース６６
を含む。少なくとも一部の実施形態において、バッテリー６８は、組み込み型プロセッサ
を有するスマートバッテリーであり得る。バッテリーインターフェース６６は、レギュレ
ータ（図示されず）に結合され、レギュレータは、電力Ｖ＋を携帯型電子デバイス２０に
提供する際に、バッテリー６８をアシストする。現行の技術は、バッテリーを使用するが
、将来の技術（例えば、マイクロ燃料電池）は、携帯型電子デバイス２０に電力を提供し
得る。
【００３２】
　携帯型電子デバイス２０はまた、オペレーティングシステム７０およびソフトウェアコ
ンポーネント７２～８２をも含んでおり、これらは、以下でより詳細に記載される。プロ
セッサ４０によって実行されるオペレーティングシステム７０およびソフトウェアコンポ
ーネント７２～８２は、典型的には、持続性格納装置（例えば、フラッシュメモリ４８）



(8) JP 4927040 B2 2012.5.9

10

20

30

40

50

に格納される。持続性格納装置は、その代わりに、リードオンリメモリ（ＲＯＭ）または
同様の格納要素（図示されず）でもあり得る。当業者は、オペレーティングシステム７０
およびソフトウェアコンポーネント７２～８２の一部（例えば、特殊デバイスアプリケー
ションまたはそのパーツ）は、揮発性格納装置（例えば、ＲＡＭ４６）に瞬間的にロード
され得ることを理解し得る。当業者には周知であるように、その他のソフトウェアコンポ
ーネントもまた含まれ得る。
【００３３】
　基本的なデバイス動作を制御するソフトウェアアプリケーション７２のサブセット（デ
ータ通信アプリケーションおよび音声通信アプリケーションを含む）は、通常、製造中に
携帯型電子デバイス２０に挿入され得る。その他のソフトウェアアプリケーションは、メ
ッセージアプリケーション７４を含み、メッセージアプリケーション７４は、携帯型電子
デバイス２０のユーザが電子メッセージを送受信することを可能にする任意の適切なソフ
トウェアプログラムであり得る。当業者には周知であるように、メッセージアプリケーシ
ョン７４の様々な代替物が存在する。ユーザによって送信または受信されるメッセージは
、典型的には、携帯型電子デバイス２０のフラッシュメモリ４８または携帯型電子デバイ
ス２０のその他のなんらかの適切な格納要素に格納される。少なくとも一部の実施形態に
おいては、送受信されたメッセージの一部は、デバイス２０から遠隔的に（例えば、携帯
型電子デバイス２０と通信する関連付けられたホストシステムのデータ格納装置に）格納
され得る。
【００３４】
　ソフトウェアアプリケーションはさらに、デバイス状態モジュール７６、個人情報管理
（ＰＩＭ）７８、およびその他の適切なモジュール（図示されず）を含み得る。デバイス
状態モジュール７６は、持続性を提供する。すなわち、デバイス状態モジュール７６は、
重要なデバイスデータが持続性メモリ（例えば、フラッシュメモリ４８）に格納されるこ
とによって、携帯型電子デバイス２０がオフにされたり、または電力を断たれたりしたと
きに、データが失われないようにすることを保証する。
【００３５】
　ＰＩＭ７８は、ユーザが関心のあるデータアイテムを編集および管理するための機能を
含む。そのような機能は、ｅメール、連絡先、カレンダーイベント、音声メール、アポイ
ントメント、およびタスクアイテムを含むが、それらには限定されない。ＰＩＭアプリケ
ーションは、無線ネットワーク１００を介してデータアイテムを送受信する能力を有する
。ＰＩＭデータアイテムは、無線ネットワーク１００を介することにより、携帯型電子デ
バイスの加入者の対応するデータアイテム（ホストコンピュータシステムに格納されてい
たり、かつ／または関連付けられていたりする）とシームレスに統合、同期化、および更
新され得る。この機能は、そのようなアイテムに関して、携帯型電子デバイス２０上にミ
ラーリングされたホストコンピュータを形成する。これは、ホストコンピュータシステム
が携帯型電子デバイスの加入者のオフィスコンピュータシステムであるときに、特に有利
であり得る。
【００３６】
　携帯型電子デバイス２０はまた、接続モジュール８０、および情報技術（ＩＴ）ポリシ
ーモジュール８２をも含んでいる。接続モジュール８０は、携帯型電子デバイス２０が無
線設備および例えばエンタープライズシステムのような任意のホストシステム（携帯型電
子デバイス２０は、これらとインターフェースを取る権限が付与されている）と通信する
ために必要な通信プロトコルを実装している。
【００３７】
　接続モジュール８０は、携帯型電子デバイス２０と統合され得る一連のＡＰＩを含んで
おり、これらのＡＰＩは、携帯型電子デバイス２０が、エンタープライズシステムと関連
付けられた任意の個数のサービスを使用することを可能にする。接続モジュール８０は、
携帯型電子デバイス２０がエンド・トゥ・エンドのセキュア、およびホストシステムとの
認証された通信パイプを確立することを可能にする。接続モジュール８０によってアクセ



(9) JP 4927040 B2 2012.5.9

10

20

30

40

50

スが提供されるアプリケーションのサブセットは、ホストシステムから携帯型電子デバイ
ス２０へと、ＩＴポリシーコマンドを受け渡すために使用され得る。これは、無線または
有線で実行され得る。その後これらの命令は、デバイス２０の構成を改変するために、Ｉ
Ｔポリシーモジュール８２へと受け渡され得る。あるいは、一部の場合においては、ＩＴ
ポリシーの更新もまた、有線接続を介して実行され得る。
【００３８】
　その他のタイプのソフトウェアアプリケーションもまた、携帯型電子デバイス２０上に
インストールされ得る。これらのソフトウェアアプリケーションは、携帯型電子デバイス
２０の製造後に追加されるサードパーティアプリケーションであり得る。サードパーティ
アプリケーションの例は、ゲーム、電卓、ユーティリティ、等を含む。
【００３９】
　追加的なアプリケーションは、無線ネットワーク１００、補助Ｉ／Ｏサブシステム５０
、データポート５２、短距離通信サブシステム５８、または任意のその他の適切なデバイ
スサブシステム６０のうちの少なくとも１つを介して、携帯型電子デバイス２０上にロー
ドされ得る。アプリケーションのインストールにおけるこの柔軟性は、携帯型電子デバイ
ス２０の機能を増大させ、増強されたデバイス上の機能、通信関連機能、またはそれらの
両方を提供し得る。例えば、セキュア通信アプリケーションは、電子商取引機能およびそ
の他の同様の金融取引機能が、携帯型電子デバイス２０を用いて実行されることを可能に
し得る。
【００４０】
　データポート５２は、加入者が外部デバイスまたはソフトウェアアプリケーションを介
して選好度（ｐｒｅｆｅｒｅｎｃｅ）を設定し、無線通信ネットワーク以外を介して携帯
型電子デバイス２０に情報またはソフトウェアダウンロードを提供することによって、携
帯型電子デバイス２０の能力を拡張することを可能にする。代替的なダウンロード経路は
、例えば、直接的であってひいては信頼性が高く確実な接続を介することによって、携帯
型電子デバイス２０へと暗号化キーをロードし、セキュアなデバイス接続を提供するため
に使用され得る。
【００４１】
　データポート５２は、携帯型電子デバイス２０と別のコンピューティングデバイスとの
間のデータ通信を可能にする任意の適切なポートであり得る。データポート５２は、シリ
アルまたはパラレルのポートであり得る。一部の実例において、データポート５２は、デ
ータ転送のためのデータラインと、携帯型電子デバイス２０のバッテリー６８へと充電電
流を提供し得る供給ラインとを含む、ＵＳＢポートであり得る。
【００４２】
　短距離通信サブシステム５８は、無線ネットワーク１００を用いることなしに、携帯型
電子デバイス２０と様々なシステムまたはデバイスとの間の通信を提供する。例えば、サ
ブシステム５８は、赤外線デバイスおよび短距離通信のための関連する回路およびコンポ
ーネントを含み得る。短距離通信規格の例は、赤外線データ協会（ＩｒＤＡ）によって開
発された規格、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ、およびＩＥＥＥによって開発された規格の８０２．
１１ファミリーを含む。
【００４３】
　使用中、例えばテキストメッセージ、ｅメッセージ、またはウェブページダウンロード
のような、受信された信号は、通信サブシステム４２によって処理され、プロセッサ４０
に入力される。その後、プロセッサ４０は、ディスプレイ２８または補助Ｉ／Ｏサブシス
テム５０へと出力するために、受信された信号を処理する。加入者はまた、例えば、ディ
スプレイ２８およびおそらくは補助Ｉ／Ｏサブシステム５０と共に、キーボード１１６を
用いることによって、データアイテム（例えば、ｅメール）を編集し得る。補助サブシス
テム５０は、例えば、マウス、トラックボール、赤外線指紋検出器、または動的なボタン
押圧能力を有するローラホイールのような、デバイスを含み得る。キーボード（例えば、
英数字キーボードおよび／または電話タイプキーボード）もまた提供され得る。編集され
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たデータアイテムは、通信サブシステム４２を介して、無線ネットワーク１００上で送信
され得る。
【００４４】
　音声通信に関して、携帯型電子デバイス２０の全体動作は、受信された信号がスピーカ
５４へと出力され、マイクロフォン５６によって送信のための信号が生成されるというこ
とを除き、実質的に同様である。代替的な音声またはオーディオＩ／Ｏサブシステム（例
えば、音声メッセージ録音サブシステム）もまた、携帯型電子デバイス２０上に実装され
得る。音声またはオーディオ信号の出力は、主にスピーカ５４を介して遂行され得るが、
ディスプレイ２８もまた、追加的な情報（例えば、発呼側の識別、音声コールの持続時間
、またはその他の音声コール関連情報）を提供するために使用され得る。
【００４５】
　再び図１および図２を参照すると、ハウジング２２は、ベース３４とベース３４から離
れたフレーム８４とを含んでおり、フレーム８４は、タッチスクリーンディスプレイ２４
を枠取りしている。側壁８６は、ベース３４とフレーム８４との間に延びている。本実施
形態にしたがうと、側壁８６は、ベース３４およびフレーム８４に対して、概して垂直に
延びている。ベース３４は、例えば上述のようなバッテリー６８およびＳＩＭカード６２
の挿入および取り外しのために解放可能なように取り付けられた、プレート（図示されず
）を含んでいる。ベース３４、側壁８６、およびフレーム８４は、例えば射出成形された
ものであり得るということが理解され得る。フレーム８４は、ウィンドウを枠取りするよ
うにサイズおよび形状が決められ得る。このウィンドウにおいて、タッチスクリーンディ
スプレイ２４は、タッチスクリーンディスプレイ２４の入力表面２６とのユーザ接触によ
る入力のために、およびディスプレイデバイス２８上への出力の表示のために、露出され
ている。図２に示されているように、フレーム８４がタッチスクリーンディスプレイ２４
をハウジング２２内に維持することができるように、タッチスクリーンディスプレイ２４
のエッジは、フレーム８４の裏面と接触している。このようにして、タッチスクリーンデ
ィスプレイ２４は、ハウジング２２によって制約されている。タッチスクリーンディスプ
レイ２４のエッジは、支持を提供するようにエッジを囲むエッジ支持部を含み得、これに
よって、エッジ支持部がハウジング２２のフレーム８４と接触することが、企図されてい
る。図１に示されている実施形態にしたがうと、フレーム８４は、略長方形であるが、そ
の他の形状もまた可能である。例えば、フレーム８４のコーナーは、丸みが付いているも
のであってもよい。
【００４６】
　タッチスクリーンディスプレイ２４は、剛体のディスプレイ支持部３８によって支持さ
れており、ディスプレイ支持部３８は、タッチスクリーンディスプレイ２４に対する構造
的な支持を提供し、タッチスクリーンディスプレイ２４の損傷または破損を引き起こす屈
曲を抑制している。ディスプレイ支持部３８は、任意の適切な材料から形成され得、さら
なる機能コンポーネント（例えば、印刷回路基板）を含み得る。タッチスクリーンディス
プレイ２４は、ＬＣＤディスプレイデバイス２８を覆っているタッチ感知入力表面２６お
よびその他のコンポーネント（例えば、バックライト（図示されず）のようなオプション
のコンポーネントを含む）を含む、コンポーネントのアセンブリであるということに、留
意されたい。タッチスクリーンディスプレイ２４は、タッチスクリーンディスプレイ２４
のエッジがフレーム８４の裏面と接触するように、バイアス要素（ｂｉａｓｉｎｇ　ｅｌ
ｅｍｅｎｔ）３６によって、フレーム８４に向けて、ハウジング２２のベース３４から偏
向させられている。本実施形態にしたがうと、４つのバイアス要素３６が、ベース３４と
タッチスクリーンディスプレイ２４との間に配置されており、各バイアス要素３６は、タ
ッチスクリーンディスプレイ２４のそれぞれのコーナーの近くに配置されている。４つの
バイアス要素３６の各々は、ディスプレイ支持部３８と接触する。バイアス要素３６は、
タッチスクリーンディスプレイ２４に対して適切な力を加えることによって、タッチスク
リーンディスプレイ２４がハウジング２２内で動くことを可能にするように、適切な材料
（例えば、発泡体）から構成されている。バイアス要素３６は、発泡体に限定されない。
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なぜならば、例えば（単数または複数の）バネのような任意の適切なバイアス要素が、使
用され得るからである。その他の多数のバイアス要素３６が使用され得ることが理解され
るべきである。実際に、バイアス要素は、例えば、タッチスクリーンディスプレイ２４の
近くまたは周囲のまわりに延びている連続的な要素であり得る。さらに、タッチスクリー
ンディスプレイ２４は、バイアス要素３６を使用することよりもむしろ、機械スイッチ３
０によって偏向させられることがあり得る。
【００４７】
　単一の機械スイッチ３０もまた、タッチスクリーンディスプレイ２４とハウジング２２
のベース３４との間に配置されている。機械スイッチ３０は、タッチスクリーンディスプ
レイ２４の中央に配置されており、タッチスクリーンディスプレイ２４を押すユーザが機
械スイッチ３０を作動させることによって、タッチスクリーンディスプレイ２４の移動が
引き起こされるように配置されている。本実施形態において、機械スイッチ３０は、アク
チュエータがディスプレイ支持部３８と接触するように配置されている。したがって、ユ
ーザがタッチスクリーンディスプレイ２４に力を加えることによるタッチスクリーンディ
スプレイ２４の押圧は、機械スイッチ３０の作動を引き起こし、その結果、ユーザに対し
て、ユーザと携帯型電子デバイス２０のユーザインターフェースとの相互作用の間に、明
確な触覚特性を提供する。
【００４８】
　プロセッサ４０を含むコンポーネントおよび図３に関連して上述されたその他のコンポ
ーネントは、ハウジング２２内に囲まれ、携帯型電子デバイス２２の機能を提供する。
【００４９】
　上述のように、タッチスクリーンディスプレイ２４は、ディスプレイデバイス２８と、
ユーザ入力のためのグラフィカルユーザインターフェースを提供するための、ディスプレ
イデバイス２８を覆うタッチ感知入力表面２６とを含む。タッチスクリーンディスプレイ
２４は、ユーザがタッチスクリーンディスプレイ２４にタッチしたり、またはタッチスク
リーンディスプレイ２４に沿って指をスライドさせたりするときに、信号を生成し、その
結果として、プロセッサ４０においてコマンドを始動させる。タッチスクリーンディスプ
レイ２４は、ユーザ相互作用のためのグラフィカルユーザインターフェースを提供する。
このように、ディスプレイデバイス２８はグラフィカル表現を提供し、このグラフィカル
表現は、ユーザとタッチスクリーンディスプレイ２４のタッチ感知入力表面２６との相互
作用によって、選択可能または操作可能であり得る。
【００５０】
　機械スイッチ３０は、ユーザが十分な力を加えることによる機械スイッチ３０の作動が
、プロセッサ４０へと入力されるさらなる信号を生成するとき、第２の入力デバイスを提
供する。機械スイッチ３０の作動からのさらなる信号は、この信号だけで、または機械ス
イッチからの信号とタッチ感知入力表面２６からの信号との組み合わせの結果として、プ
ロセッサ４０においてコマンドの始動を引き起こし得る。このように、プロセッサ４０に
おいて始動されるコマンドは、単一の機械スイッチ３０から生成される信号の結果である
か、または単一の機械スイッチ３０から生成された信号とユーザ相互作用によって引き起
こされたタッチ感知入力表面２６からの信号との組み合わせの結果であり得る。ユーザ相
互作用は、例えば、ユーザがタッチスクリーンディスプレイ２４をタッチすること、また
はユーザがタッチスクリーンディスプレイ２４に沿って指をスライドさせることであり得
る。タッチスクリーンディスプレイ２４に沿った様々な指のスライド動作はまた、様々な
コマンドがプロセッサ４０において始動されるという結果を引き起こし得る。
【００５１】
　デバイスのユーザは、機械スイッチ３０を作動させることなしに、タッチスクリーンデ
ィスプレイ２４とのユーザ相互作用によって、デバイスのプロセッサ４０において、コマ
ンドを始動させ得るということが、理解されるべきである。例えばユーザは、タッチスク
リーンディスプレイをタッチしたり、またはタッチスクリーンディスプレイに沿って指を
スライドさせたりすることによって、十分な力を加えて単一の機械スイッチ３０の作動を
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引き起こすことなしに、信号の生成およびコマンドの始動を引き起こし得る。一方で、十
分な力を加えることは、結果として、単一の機械スイッチ３０の作動を引き起こし得る。
【００５２】
　ここで、携帯型電子デバイス２０のハウジング２２内でのタッチスクリーンディスプレ
イ２４の動きを記述するために、図４～図６に対する参照がなされる。最初に図４を参照
すると、一実施形態にしたがう、携帯型電子デバイス２０の一部分の断面図が示されてお
り、この実施形態においては、例えば、ユーザが矢印「Ａ」の方向にタッチスクリーンデ
ィスプレイ２４を指で押すことによって、力が加えられる。示されているように、ユーザ
はタッチスクリーンディスプレイ２４の側（ｓｉｄｅ）を押圧し、その結果として、タッ
チスクリーンディスプレイ２４のピボット運動が起こり、携帯型電子デバイス２０の力が
加えられる側と同じ側にあるバイアス要素３６が圧縮される。図面から分かるように、力
がタッチスクリーンディスプレイ２４の１つの側に加えられたときに、タッチスクリーン
ディスプレイ２４は、機械スイッチ３０の反対側のエッジに沿って、フレーム８４の裏面
に対抗してピボット運動するということに、留意されたい。図４の例においては、携帯型
電子デバイスの右側のバイアス要素３６は、タッチスクリーンディスプレイ２４の右側に
力が加えられたときに、圧縮される。さらに、力が右側に加えられると、タッチスクリー
ンディスプレイ２４は、タッチスクリーンディスプレイ２４の左側の番号８８によって示
されているエッジに沿って、フレーム８４の裏面に対抗してピボット運動する。
【００５３】
　タッチスクリーンディスプレイ２４上に十分な力が加えられることによって引き起こさ
れるピボット運動によって、単一の機械スイッチ３０が作動され、その結果、グラフィカ
ルユーザインターフェースとのユーザ相互作用の間に、所望の触覚特性をユーザに提供す
る。
【００５４】
　ここで図５を参照すると、ここでもまた、一実施形態にしたがう、携帯型電子デバイス
２０の一部分の断面図が示されており、この断面図において力は、例えばユーザがタッチ
スクリーンディスプレイ２４を矢印「Ｂ」の方向に指で押すことによって加えられている
。ここでもまた、ユーザがタッチスクリーンディスプレイ２４の側を押した結果、タッチ
スクリーンディスプレイ２４のピボット運動が起こり、携帯型電子デバイス２０の同じ側
のバイアス要素３６が圧縮される。力がタッチスクリーンディスプレイ２４の１つの側に
加えられると、タッチスクリーンディスプレイ２４は、機械スイッチ３０の反対側のエッ
ジに沿って、フレーム８４の裏面に対抗してピボット運動する。図５の例においては、携
帯型電子デバイスの左側のバイアス要素３６は、タッチスクリーンディスプレイ２４の左
側に力が加えられたときに、圧縮される。さらに、力が左側に加えられると、タッチスク
リーンディスプレイ２４は、タッチスクリーンディスプレイ２４の右側の番号９０によっ
て示されているエッジに沿って、フレーム８４の裏面に対抗してピボット運動する。ここ
でもまた、単一の機械スイッチ３０は、タッチスクリーンディスプレイ２４に十分な力が
加えられることによって引き起こされるピボット運動によって作動され、その結果、グラ
フィカルユーザインターフェースとのユーザ相互作用の間に、所望の触覚特性をユーザに
対して提供する。
【００５５】
　ここで図６を参照すると、ここでもまた、一実施形態にしたがう、携帯型電子デバイス
２０の一部分の断面図が示されており、この断面図において力は、例えばユーザがタッチ
スクリーンディスプレイ２４を矢印「Ｃ」の方向に指で押すことによって加えられている
。ここでもまた、ユーザがタッチスクリーンディスプレイ２４の１つの側を押した結果、
タッチスクリーンディスプレイ２４の運動が起こり、携帯型電子デバイス２０のバイアス
要素３６が圧縮される。この例においては、ユーザはタッチスクリーンディスプレイ２４
の中央を押しており、バイアス要素３６の全体が圧縮される。したがって、この例におい
て、タッチスクリーンディスプレイ２４は、エッジのまわりでピボット運動しない。ここ
でもまた、単一の機械スイッチ３０は、タッチスクリーンディスプレイ２４に対して十分
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な力が加えられることによって引き起こされる、フレーム８４から離れてハウジングのベ
ースに向かうタッチスクリーンディスプレイ２４の運動によって作動される。したがって
、ここでもまたユーザは、グラフィカルユーザインターフェースとのユーザ相互作用の間
に、所望の触覚特性を提供される。
【００５６】
　ここで、別の実施形態にしたがう、携帯型電子デバイス２０のハウジング２４内でのタ
ッチスクリーンディスプレイ２４の動きを記述するために、図７～図９に対する参照がな
される。まず図７および図８を参照すると、図７の携帯型電子デバイス２０の線８－８に
沿った平面図および断面図が示されている。図８に示されているように、ハウジング２２
のフレーム８４は、ハウジング２２のベース３４から離れるようにカールしているコーナ
ー９２を含んでいる。このように、フレーム８４は、１つの弧でベース３４から外側に向
けて、そしてタッチスクリーンディスプレイ２４から離れてコーナー９２へと向かうよう
に、カールしている。
【００５７】
　ここで図９を参照すると、図８と類似した図が示されており、力は例えば、ユーザがタ
ッチスクリーンディスプレイ２４を、タッチスクリーンディスプレイ２４のコーナーの近
くで、矢印「Ｄ」の方向に指で押すことによって、加えられている。示されているように
、ユーザがタッチスクリーンディスプレイ２４のコーナーを押した結果、タッチスクリー
ンディスプレイ２４のピボット運動が起こり、携帯型電子デバイス２０の同じコーナー９
２において、バイアス要素３６が圧縮される。力がタッチスクリーンディスプレイ２４の
１つのコーナーに加えられたとき、タッチスクリーンディスプレイ２４は、反対側のコー
ナーの近くのエッジ９４に沿って、フレーム８４の裏面に対抗してピボット運動する。し
かしながら、反対側のコーナーは、フレーム８４と接触しない。外側にカールしているコ
ーナーがない場合、タッチスクリーンディスプレイ２４は、エッジに沿ってではなく、タ
ッチスクリーンディスプレイ２４のコーナーの一点において、ピボット運動するというこ
とに留意されたい。なぜならば、コーナーは、タッチスクリーンディスプレイ２４の反対
側のコーナーに力が加えられたときに、フレーム８４の裏面と接触するからである。この
ように、フレーム８４の外側にカールしているコーナー９２は、接触エッジを提供し、タ
ッチスクリーンディスプレイ２４は、接触点ではなくフレーム８４のまわりでピボット運
動し、その結果、ピボット運動の間にタッチスクリーンディスプレイ２４のコーナーを損
傷する機会が減る。ここでもまた、タッチスクリーンディスプレイ２４に対して十分な力
を加えることによって引き起こされるピボット動作によって、単一の機械スイッチ３０が
作動され、その結果、グラフィカルユーザインターフェースとのユーザ相互作用の間に、
所望の触覚特性をユーザに提供する。
【００５８】
　ここで、別の実施形態を記述するために、図１０および図１１に対する参照がなされる
。本実施形態にしたがうと、ハウジング２２は、ベース３４と可撓性の側壁１８６とを含
んでおり、可撓性の側壁１８６は、ベース３４とタッチスクリーンディスプレイ２４との
間に延びており、それらの間に接続されている。ここでもまた、ベース３４は、平面（図
示されず）を含んでおり、この平面は例えば、上述のようなバッテリー６８およびＳＩＭ
カード６２の挿入および取り外しのために、解放可能なように取り付けられている。可撓
性の側壁１８６は、任意の適切な可撓性の材料（例えば、適切なエラストマ）から構成さ
れ得る。ここでもまた、タッチスクリーンディスプレイ２４は、ＬＣＤディスプレイデバ
イス２８を覆っているタッチ感知入力表面２６およびその他のコンポーネント（例えば、
エッジ支持部または剛体のディスプレイ支持部３８によって一緒に保持されている、バッ
クライトのようなオプションのコンポーネント）を含む、コンポーネントのアセンブリを
含むということに、留意されたい。ここでもまた、タッチスクリーンディスプレイ２４は
、剛体のディスプレイ支持部３８によって支持されており、ディスプレイ支持部３８は、
タッチスクリーンディスプレイ２４に対する構造的な支持を提供し、タッチスクリーンデ
ィスプレイ２４の損傷または破損を引き起こす屈曲を抑制している。可撓性の側壁１８６
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は、例えば、タッチスクリーンディスプレイ２４と剛体の支持部３８との間の機械的連動
部（ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ｉｎｔｅｒｌｏｃｋ）、および可撓性の側壁１８６の間にあ
ってベース３４と可撓性の側壁１８６との間にある機械的連動部によって、タッチスクリ
ーンディスプレイ２４とベース３４との間に接続されている。そのような機械的連動部は
、タッチスクリーンディスプレイ２４の組み立ての間に、可撓性の側壁１８６を剛体のデ
ィスプレイ支持部３８を用いて機械的に閉じ込めることによって、または外側被覆（ｏｖ
ｅｒｍｏｌｄ）されることによって、形成され得る。上述の実施形態におけるように、タ
ッチスクリーンディスプレイ２４は、ハウジング２２によって制約されており、ハウジン
グ２２に対して動くことができる。本実施形態においては、可撓性の側壁１８６は、スク
リーンに対して力が加えられたときに曲がり、単一の機械スイッチを作動させ、タッチス
クリーンディスプレイ２４を、単一の機械スイッチ３０が作動されない位置に偏向させる
ように動作する。
【００５９】
　上述の実施形態におけるように、単一の機械スイッチ３０。機械スイッチ３０は、タッ
チスクリーンディスプレイ２４とハウジング２２のベース３４との間に配置されており、
タッチスクリーンディスプレイ２４に関して中心に位置している。ここでもまた、タッチ
スクリーンディスプレイ２４の移動は、ユーザがタッチスクリーンディスプレイ２４を押
して、機械スイッチ３０を作動させることによって、引き起こされる。本実施形態におい
て、機械スイッチ３０は、アクチュエータがディスプレイ支持部３８と接触するように、
配置される。ユーザが力を加えたことによる、タッチスクリーンディスプレイ２４の押圧
は、機械スイッチ３０の作動を引き起こし、その結果、携帯型電子デバイス２０のユーザ
インターフェースとのユーザ相互作用の間に、ユーザに明確な触覚特性を提供する。
【００６０】
　プロセッサ４０および図３に関連して上述されたその他のコンポーネントを含むコンポ
ーネントは、ハウジング２２内に囲まれ、携帯型電子デバイス２０の機能を提供する。本
実施形態において、可撓性の側壁１８６は、連続的であり、ハウジング２２およびタッチ
スクリーンディスプレイ２４の周囲のまわりに延びており、その結果、ハウジング２２内
に囲まれているコンポーネントに対する防塵シールドを提供している。単一の機械スイッ
チ３０およびタッチスクリーンディスプレイ２４の機能は、上記の実施形態に関連して既
に上述された機能に類似している。
【００６１】
　ここで図１１を参照すると、本実施形態にしたがう、携帯型電子デバイス２０の一部分
の断面図が示されており、この断面図において力は、例えばユーザがタッチスクリーンデ
ィスプレイ２４を矢印「Ｅ」の方向に指で押すことによって、加えられている。示されて
いるように、ユーザがタッチスクリーンディスプレイ２４の側を押した結果、タッチスク
リーンディスプレイ２４のピボット運動が起こり、携帯型電子デバイス２０の力が加えら
れる側と同じ側にある可撓性の側壁１８６が、圧縮される。図１１から分かるように、タ
ッチスクリーンディスプレイ２４の１つの側に力が加えられたときに、タッチスクリーン
ディスプレイ２４は、ハウジング２２のベース３４に対してピボット運動する。図１１の
例において、携帯型電子デバイス２０の右側における可撓性の側壁１８６は、タッチスク
リーンディスプレイ２４の右側に力が加えられたときに、圧縮される。さらに、右側に力
が加えられる。タッチスクリーンディスプレイ２４に対して十分な力が加えられることに
よって引き起こされるピボット運動によって、単一の機械スイッチ３０が作動され、その
結果、グラフィカルユーザインターフェースとのユーザ相互作用の間に、所望の触覚特性
をユーザに提供する。
【００６２】
　ハウジング２２に対して浮いているタッチスクリーンディスプレイ２４と共に単一の機
械スイッチ３０を用いることは、単一の機械スイッチ３０が作動されているときに、所望
の触覚特性をユーザに提供する。タッチスクリーンディスプレイ２４上の任意の点を押す
ことは、単一の機械スイッチ３０を作動させる。驚くべきことに、複数のスイッチではな
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く単一のスイッチによって、所望の触覚特性が得られる。なぜならば、例えば複数のスイ
ッチは、各スイッチを異なるタイミングで作動させ、ユーザに対して煩雑で望ましくない
触覚特性を提供する結果をもたらすからである。
【００６３】
　本明細書中に記載されてきた実施形態は、携帯型電子デバイスの特定の実装に関するも
のであるが、これらの実施形態に対する改変およびバリエーションが、本出願の範囲およ
び領域に含まれることが理解され得る。例えば、携帯型電子デバイスの特徴のうちの多く
のサイズおよび形状は異なり得るが、それでもなお、同じ機能を提供し得る。多くの改変
およびバリエーションが、当業者によって想到され得る。そのような改変およびバリエー
ションの全ては、本開示の領域および範囲に含まれることが、信じられる。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】図１は、一実施形態にしたがう携帯型電子デバイスの平面図であり、特定の隠さ
れた特徴は、図示を目的として、想像線で示されている。
【図２】図２は、図１の携帯型電子デバイスの断面図である。
【図３】図３は、図１の携帯型電子デバイスの特定の内部コンポーネントを含む、特定の
コンポーネントのブロック図である。
【図４】図４は、図１の携帯型電子デバイスの断面図であり、タッチスクリーンディスプ
レイ上の一点に加えられた力を示している。
【図５】図５は、図１の携帯型電子デバイスの断面図であり、タッチスクリーンディスプ
レイ上の別の点に加えられた力を示している。
【図６】図６は、図１の携帯型電子デバイスの断面図であり、タッチスクリーンディスプ
レイ上の別の点に加えられた力を示している。
【図７】図７は、別の実施形態にしたがう携帯型電子デバイスの平面図であり、特定の隠
された特徴が想像線で示されている。
【図８】図８は、図７の線８－８に沿った断面図である。
【図９】図９は、図７の線８－８に沿った断面図であり、タッチスクリーンディスプレイ
上の一点に加えられた力を示している。
【図１０】図１０は、さらに別の実施形態にしたがう、携帯型電子デバイスの断面図であ
る。
【図１１】図１１は、図１０の携帯型電子デバイスの断面図であり、タッチスクリーンデ
ィスプレイ上の一点に加えられた力を示している。
【符号の説明】
【００６５】
２０　携帯型電子デバイス
２２　ハウジング
２４　タッチスクリーンディスプレイ
２６　タッチ感知入力表面
２８　ディスプレイデバイス
３０　機械スイッチ
３４　ベース
３６　バイアス要素
３８　ディスプレイ支持部
８４　フレーム
８６　側壁
９２　コーナー
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